
中央環境審議会　水環境部会　総量削減専門委員会（第５回）

閉鎖性海域における水質総量削減の実施状況調査について

1. 経緯

（社）日本化学工業協会では、素材製品から加工製品ひいては一般消費者向け商品等を製造・取扱う事業者（１８４）、業界団体（７５）
で構成される化学品関係で日本最大の団体である。

その中で、弊協会は環境問題に対処するために環境安全委員会を設置していて、その内「製造を主体として実施する」企業及び業界
団体向けに、「環境部会」を設置していて規制動向等に関する情報交換と実績等の纏めを実施中である。

今回照会のあった「産業界における閉鎖性海域総量削減対応状況」については、「環境部会」事務局である環境安全部にて調査票を
作成し、「閉鎖性海域へCOD、T-N、T-P」を排出中の各企業に対してアンケートによる事例報告を依頼した。

閉鎖性海域への総量規制については、「第Ⅰ次～第Ⅵ次」までの３０年という長期に亘る排出量削減実績と、それに呼応した対策内容
についてを纏めることとなるため、初期の頃の実情が調査不能という弊害が生じている。　この点については、回答可能な部分のみ記載
願うという形で調査を依頼した。

２． 調査結果の纏め方

調査結果については、第Ⅵ次総量規制において該当海域が４区分に分けられたことから、各事業所の報告結果を各々の海域別に区
分して記載した。 回答は２０社、３７事業所の事例である。 また、回答事例も素材関係から、加工製品、一般消費者向け商品等まで
含む多様な回答事例である。これらは、事業所毎に個別事情を抱えているので、排出量の多寡の問題に言及することは出来ない。

また、年度により製造・取扱量は景気の変動に左右されるから、年度に応じて排出量の増減は当然ありえる。

それよりも、規制値の変遷に伴い「どこに着目して対策を講じてきたか」が、今後の参考となると考えられる。

(社)   日本化学工業協会　環境安全部
平成21年11月26日

資料３-２

1／10



中央環境審議会　水環境部会　総量削減専門委員会（第５回）

３． 考察

今回の結果は、当然ながら「総量規制基準値＞自治体の条例値＞協定値」の順番に規制値がなっている中での、排出量削減結果と
の事例集である。 従って、通常「法的総量規制基準値」とは相当の開きがあり、通常は一番厳しい「協定値」をも遵守するために対応
するのが、各企業の通例である。　ということは、「法的総量規制基準値」と各社の排出量実績との間には、通常「○○％」の排出量の範囲
でしか操業していないことを意味する。　つまりこの割合は個別事業所毎に異なるので、調査の範囲からは除外している。

当然ながら、「第Ⅰ次」から「第Ⅵ次」までの間に、法的総量規制基準値の強化が順次図られてきたから、目指すべき事業所の対応は、
その事業所の個別事情に則した対応が求められる。

結果をみると、多彩な結果となっている。 これらを、個別要件に区分して見ると、次のようなことが言える。

１） 活性汚泥の設置と増強等の変遷

本来、事業所は第Ⅰ次又は第Ⅱ次頃には、当時の環境行政では「活性汚泥の設置」が奨励された。
従って、過去の対応が不明という事業所でも、当時から「活性汚泥設置」があったと見るのが正解と考える。

ただ、その後の処理能力強化においては、「何を目的とするか」となると、

①高濃度廃液の個別対応：→「分離回収」、「濃縮焼却」、「吸着除去」、「溶媒濃縮増強」、「湿式酸化」、「液中燃焼」
②活性汚泥（既存）能力の強化：→「曝気強化（散気管改造）」、「凝集沈殿強化」、「濾過能力強化」、「活性炭除去」
③活性汚泥の（新規）設置：→「加圧浮上」、「脱N、脱P槽」、「酸素曝気」、「嫌気醗酵」、「散水濾床、回転濾床」、「ディープシャフト」
④運転の安定化：→「貯水槽設置」、「流動単体追加」、「T-N、T-P水質測定装置設置」

の他に、製造工程に遡った対策としては、

⑤製造工程の改造：→「樹脂製造製法転換」等

の記述が見られる。

いずれにせよ、これらの事例は、化学工業にとって今後の良き参考事例となるであろうと考えている。
以上
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A：東京湾地区の事例 単位：ｔ/日

年次 総量規制以前 第Ⅰ次 第Ⅱ次 第Ⅲ次 第Ⅳ次 第Ⅴ次 第Ⅵ次（予想）
項目 －’７８ ’79-’84 ’85-’89 ’90-’94 ’95-'99 ’00-’04 ’05-’09

①
COD ０，４０ ０．２３ ０．２５
T-N ０．４０ ０．４９ ０．４０
T-P ０．００８ ０．００５ ０．００５

設備対応
活性汚泥Ⅰ設置 活性汚泥Ⅱ設置 アンモニア回収設備設置 アンモニア回収設備

運転強化

②
COD ０．５４ ０．６４ ０．５７
T-N １．２２ １．１５ ０．９９
T-P ０．０４ ０．０２ ０．０１

設備対応
活性汚泥Ⅰ設置 活性汚泥改良

P除去設備増強
排水処理設備
運転強化

③
COD ０．１３ ０．１７ ０．１６ ０．１６ ０．１６ ０．１７ ０．０９
T-N ０．０３２ ０．０３２ ０．０２９
T-P ０．００７８ ０．００６１ ０．００７８

設備対応
活性汚泥設置 活性汚泥設備

運転強化
工程排水の
対策強化

工程排水、廃水処理設備
運転強化

④
COD ０．４３ ０．４５ ０．４５ ０．３２ ０．２９ ０．２４ ０．２２
T-N ０．２３ ０．０１９ ０．０８
T-P ０．０２１ ０．００５ ０．００６

設備対応
活性汚泥設置 液中燃焼炉Ⅰ増設

廃水処理設備増強
液中燃焼炉Ⅱ設置 工程排水、廃水処理設備

運転強化

⑤
COD ０．０４７ ０．０４１ ０．０５１ ０．０３３ ０．０３６ ０．０３３ ０．０２０
T-N ０．２５ ０．２２ ０．０２０
T-P ０．００１４ ０．００１４ ０．０００５

設備対応
活性汚泥設備
（曝気槽）増強

再凝集設備増強 凝集沈殿槽増強
（嫌気性処理設備設置）

活性汚泥設備増強
凝集処理設備等増強
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A：東京湾地区の事例 単位：ｔ/日

年次 総量規制以前 第Ⅰ次 第Ⅱ次 第Ⅲ次 第Ⅳ次 第Ⅴ次 第Ⅵ次（予想）
項目 －’７８ ’79-’84 ’85-’89 ’90-’94 ’95-'99 ’00-’04 ’05-’09

⑥
COD ０．００３８ ０．００３３ ０．００３１
T-N ０．００５１ ０．００４６ ０．００４３
T-P ０．０００７ ０．００１２ ０．００１０

設備対応
排水処理設備Ⅰ設置 排水処理設備Ⅱ設置

（凝集沈殿＋活性炭）
排水処理設備Ⅲ設置
（凝集沈殿/活性汚泥）

排水処理設備Ⅰ廃止

⑦
COD ０．３８ ０．４３ ０．４０ ０．４２ ０．３８ ０．３２ ０．２６
T-N ０．１２ ０．１５ ０．０８８
T-P ０．０１１ ０．０１１ ０．００６

設備対応
工程設備増設に対処し、
活性汚泥設備を増強

排水管理の強化 排水管理の強化
（T-N,T-P管理強化）

⑧
COD ０．０７４ ０．０６８ ０．０４６ ０．０４３
T-N ０．０３０ ０．０２９
T-P ０．００３ ０．００２

設備対応
排水処理設備Ⅰ設置

⑨
COD ０．０１６ ０．００８２ ０．００２７
T-N ０．０３９ ０．００６７
T-P ０．００３ ０．０００１

設備対応
廃水の高度処理設備追加 嫌気性活性汚泥設置/

P原料代替化＋凝集脱P
見直し

活性汚泥処理水
の循環利用開始

⑩
COD ２．３ １．２ １．０ １．２７ ０．９７
T-N １．５６ １．２５ １．１２
T-P ０．０１ ０．０１ ０．０１

設備対応
湿式酸化＋活性炭
＋活性汚泥設備導入

湿式酸化設備の運転強化 廃液濃縮焼却設備設置 活性汚泥設備増強
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A：東京湾地区の事例 単位：ｔ/日

年次 総量規制以前 第Ⅰ次 第Ⅱ次 第Ⅲ次 第Ⅳ次 第Ⅴ次 第Ⅵ次（予想）
項目 －’７８ ’79-’84 ’85-’89 ’90-’94 ’95-'99 ’00-’04 ’05-’09

⑪
COD ０．０４６ ０．０４６ ０．０４１ ０．０３６ ０．０２９ ０．０２９
T-N ０．０２８ ０．０２５ ０．０２３
T-P ０．０００４５ ０．０００３４ ０．０００２４

設備対応
排水処理設備
（活性炭吸着）設置

⑫
COD ０．１３ ０．０７０ ０．１１ ０．１７ ０．１２ ０．０８９ ０．０５１
T-N ０．０５５ ０．０４６ ０．０６０
T-P ０．１３ ０．０００５８ ０．０００７０

設備対応
樹脂製造製法転換Ⅰ 樹脂製造製法転換Ⅱ 樹脂製造製法転換Ⅲ 樹脂製造製法転換Ⅳ

（Ｐ系分散剤使用停止）
活性処理運転安定化

　
⑬
COD ０．１２ ０．０８ ０．０２８
T-N ０．０５９ ０．０３３ ０．００３８
T-P ０．００２５ ０．００１７ ０．０００４

設備対応
運転管理強化
（自動計測器設置）

活性汚泥運転強化
（散気管設置）

⑭
COD ０．２０ ０．１９ ０．１３ ０．１４ ０．１８ ０．１６
T-N ０．０６０ ０．０６２
T-P ０．００３ ０．００２

設備対応
高濃度廃水負荷削減Ⅰ
（凝集沈殿除去等）

排水処理運転安定化
（余剰汚泥濾過機設置）

排水処理負荷削減
（活性炭設備設置）

生産能力増対策
（ろ過機、散水管強化）

⑮
COD ０．００５５ ０．００６ ０．０１４ ０．０１５
T-N ０．００１７ ０．００１２
T-P ０．０００４５ ０．０００４１

設備対応
生産増→廃水処理新設
（活性炭設備設置）

新設工場操業 廃水処理設備設置
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B：伊勢湾地区の事例 単位：t/日

年次 総量規制以前 第Ⅰ次 第Ⅱ次 第Ⅲ次 第Ⅳ次 第Ⅴ次 第Ⅵ次（予想）
項目 －’７８ ’79-’84 ’85-’89 ’90-’94 ’95-'99 ’00-’04 ’05-’09

①
COD １．５ ０．８８ ０．８１
T-N ０．４３ ０．１７ ０．１３
T-P ０．０９６ ０．０７７ ０．０５５

設備対応

②
COD ０．００２９ ０．００２４ ０．００２１ ０．００１８ ０．００２０ ０．００１０
T-N ０．００１４ ０．００１３
T-P ０．０００１３ ０．０００１２

設備対応
　

③
COD ０．４４ ０．５７ ０．７３ ０．４５ ０．３４ ０．２２ ０．１０
T-N ０．５２ ０．３６ ０．３９
T-P ０．００４１ ０．００３７ ０．００３３

設備対応
活性汚泥Ⅰ設置 工程排水のT-N,T-P

管理強化
高濃度廃水処理設備
運転強化

④
COD ０．０２５ ０．０２８ ０．０４９ ０．０４８ ０．０３７ ０．０５５ ０．０２１
T-N ０．０３６ ０．０１５
T-P ０．００５８ ０．０００９４

設備対応
活性汚泥設置

⑤
１．０７ １．０９ １．０３ ０．９７ １．１３ ０．８２

０．４４ ０．３０ ０．３０
０．００３ ０．００１ ０．００１

設備対応
活性汚泥設置 活性汚泥増強

（曝気設備設置)
工程排水平準化 前処理設備増強

（加圧浮上設備）
活性汚泥運転強化
（曝気設備設置)

排水処理設備増強
（加圧浮上設備）
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B：伊勢湾地区の事例 単位：t/日

年次 総量規制以前 第Ⅰ次 第Ⅱ次 第Ⅲ次 第Ⅳ次 第Ⅴ次 第Ⅵ次（予想）
項目 －’７８ ’79-’84 ’85-’89 ’90-’94 ’95-'99 ’00-’04 ’05-’09

⑥
COD ２．８８ ２．０３ １．３８ １．０４ ０．７４ ０．６２
T-N ０．９５ ０．５０
T-P ０．０２２ ０．０２６

設備対応
脱窒槽設置 高濃度廃液の事前除去

⑦
COD ０．９７ １．０５ ０．８９ ０．８８ １．０８ ０．００１０
T-N ０．５８ ０．５６
T-P ０．０２７ ０．０２９

設備対応
　 活性汚泥系列増強 脱窒槽設置 活性汚泥増強Ⅰ（O2曝気

/排水負荷抽出除去Ⅰ）

増産対策（活性汚泥増強
Ⅱ/排水負荷抽出Ⅱ，嫌
気醗酵設置）

　

⑧
COD ０．１１ ０．１０ ０．１６ ０．１２ ０．１７ ０．１０
T-N ０．０７７ ０．０６７
T-P ０．００６ ０．００７

設備対応
活性汚泥Ⅰ設置 排水処理増強Ⅰ

/曝気槽設置
排水処理増強Ⅱ
（流動担体追加)

廃液濃縮分離、
/溶媒濃縮増強

⑨
COD ０．０４ ０．０４ ０．０３ ０．０２ ０．０２ ０．０２
T-N ０．０１１ ０．０１１
T-P ０．００１ ０．００１

設備対応
活性汚泥設置 廃液凝集分離設置

/排水負荷低減

⑩
COD ０．１４ ０．１３ ０．１２ ０．０９３
T-N ０．０２７ ０．０２７
T-P ０．０００５ ０．０００５

設備対応
　 活性汚泥増強Ⅰ

（曝気槽増強）
活性汚泥増強Ⅱ
（曝気槽増強）

活性汚泥増強Ⅲ
（曝気能力増強）

活性汚泥増強Ⅳ
（曝気能力増強）

活性汚泥運転の平準化
（排水貯槽設置＋曝気設
備増強）
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C：瀬戸内海（大阪湾）地区の事例 単位：ｔ／日

年次 総量規制以前 第Ⅰ次 第Ⅱ次 第Ⅲ次 第Ⅳ次 第Ⅴ次 第Ⅵ次（予想）
項目 －’７８ ’79-’84 ’85-’89 ’90-’94 ’95-'99 ’00-’04 ’05-’09

①
COD １．７８ １．４６ １．４５ １．４３ ０．９６ ０．８７
T-N ２．５４ １．４６
T-P ０．０１５ ０．０１３

設備対応
活性汚泥Ⅰ設置 活性汚泥MW/

回転濾床設備設置
活性汚泥Ⅱ設備 N分回収設備設置/

製造工程の改造
工程凝縮水回収/
栄養源として活用/
運転強化（排水の平準化)

②
COD １．４ １．０ １．１ １．０ １．１
T-N ０．１４ ０．０６ ０．２１
T-P ０．３２ ０．１７ ０．１７

設備対応
活性汚泥,
散水濾過床設置

活性汚泥運転安定化 活性汚泥設備改善
（＋運転安定化）

脱P処理設備設置

③
COD ０．０９２ ０．１１２ ０．１０１ ０．１００ ０．０７７
T-N ０．１５４ ０．０３８ ０．０４１
T-P ０．００２９ ０．００３２ ０．００４０

設備対応
活性汚泥Ⅰ設置 ディープシャフト型活性汚

泥＋汚泥濾過機
活性汚泥負荷の平準化
（原水貯槽設置）

N,P排水運転管理強化
（自動分析計設置）

N系廃液焼却処理/
高濃度廃液濃縮除去
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Ｄ：瀬戸内海（除：大阪湾）地区の事例 単位：t/日

年次 総量規制以前 第Ⅰ次 第Ⅱ次 第Ⅲ次 第Ⅳ次 第Ⅴ次 第Ⅵ次（予想）
項目 －’７８ ’79-’84 ’85-’89 ’90-’94 ’95-'99 ’00-’04 ’05-’09

①
COD １．２３ １．３０ １．１０ ０．８８ ０．９０ ０．４０ ０．４８
T-N ０．１５ ０．１４ ０．１４
T-P ０．０６２ ０．０５２ ０．０５０

設備対応
活性汚泥
（沈殿槽増強）

工程廃水負荷削減Ⅰ 工程廃水負荷削減Ⅱ 工程廃水負荷削減Ⅲ/
（廃水水質管理強化)

工程廃水負荷削減Ⅲ/
（曝気＋水質管理）強化

②
COD ２．９ ２．９ ３．２ ２．８ ３．０ ２．５ ２．３
T-N ４．８ ５．５
T-P ０．０３５ ０．０１５

設備対応
高濃度廃水処理
（湿式酸化,焼却)

活性汚泥（増強)
／工程内対策強化

活性汚泥処理増強 高濃度廃水（焼却) 排水処理設備増強/
N,P回収設備設置

活性汚泥設備増強

③
COD ８．５ ５．４ ５．１ ３．３ １．７ １．７ １．０
T-N ３．４ ２．４ １．３
T-P ０．０７４ ０．０６３ ０．０７１

設備対応
活性汚泥設備
運転強化

高濃度廃水回収/濃縮・焼
却/嫌気性処理

燃焼由来N削減
（燃料変更）

高濃度廃水焼却/
排水流量調整槽設置

④
COD １．１ ０．６８ ０．５８ ０．３６ ０．３３
T-N １．５ ０．７３ ０．５１
T-P ０．０２５ ０．０３０ ０．０２７

設備対応
活性汚泥設置

⑤
COD ９．４ ３．９ ３．９ ３．４ ２．７ ２．７ ２．５
T-N ０．３８ ０．３８
T-P ０．１９ ０．１５

設備対応
活性汚泥Ⅰ設置 活性汚泥Ⅱ設備 活性汚泥増強/

廃水源易栄養化対策
活性汚泥設備増強
凝集処理設備等増強
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Ｄ：瀬戸内海（除：大阪湾）地区の事例 単位：t/日

年次 総量規制以前 第Ⅰ次 第Ⅱ次 第Ⅲ次 第Ⅳ次 第Ⅴ次 第Ⅵ次（予想）
項目 －’７８ ’79-’84 ’85-’89 ’90-’94 ’95-'99 ’00-’04 ’05-’09

⑥
COD ０．２９ ０．３９ ０．３８ ０．２２
T-N ０．０００４６ ０．０００４０ ０．０００２４
T-P ０．００２５ ０．００２１ ０．００２１

設備対応
製造工程安定化 製造工程安定化 製造工程安定化 凝集処理設備等増強

⑦
COD １．１ １．１ １．３ １．６ ２．６ ２．２ １．４
T-N ２．６ ２．９ １．２
T-P ０．０５０ ０．００３５ ０．００２８

設備対応
事業合併により排出量増
加

活性汚泥設備増強 　

⑧
COD ０．６ ０．４ ０．４９ ０．３２ ０．２６ ０．３２ ０．３２
T-N ０．１１６ ０．１２２
T-P ０．００９ ０．０１８

設備対応
増産対応/活性汚泥増強
＋散気管改造/薬剤投入
管理強化

　

⑨
COD ０．５７ ０．３７ ０．２４ ０．２６ ０．３９ ０．２８
T-N １．９ ０．９２ １．０７
T-P ０．０４ ０．０１ ０．０１

設備対応
COD除去設備設置 T-N,T-P水質管理強化 T-N回収・分離設備強化 　
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